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平成 29年度 都道府県
医療事故調査等支援団体等連絡協議会合同協議会

と　き　平成 30年 3月 7日（水）13：30 ～

ところ　日本医師会小講堂

[ 報告 : 専務理事　林　　弘人 ]

横倉日医会長挨拶
　平成 27 年 10 月施行の医療事故調査制度は、

医療界が自ら調査し、原因究明、再発防止を行う

という、世界に類をみない制度である。発足にあ

たっては疑問点等もあったが、各関係者が協力し

合うことで同制度を有用なものにしていくため

に、今は正念場である。こうした状況の中で初め

て医療事故調査等支援団体等連絡協議会合同協議

会を開催するものである。この制度は、医療関係

者と患者側の信頼関係の上でしっかり根付いてい

くものであり、本協議会がその一助になれば幸甚

である。

1. 医療事故調査の運営状況について
　日本医療安全調査機構常務理事　木村　壯介

（1）センター調査と院内調査の関係

①センター調査に先行して実施される「院内調査」

は、各医療機関が実施した診療や自らの体制など

を振り返る自律的な取組みであり、

その原因の分析を通じて自らの組

織における医療安全の問題点を見

直し、さらに発展させる重要なプロ

セスである。

②センター調査は、院内調査の検証

を基本とするが、院内調査結果の是

非を問うのではなく、第三者として

の専門的立場から、可能な範囲で事

実確認や調査・分析・再発防止策を

提言するものである。関係学会から

推薦された専門的見地を有する複

数の構成員による調査部会により、

専門性を確保し、第三者性を担保し

たうえで、あらかじめ定められた方

法で調査を行っている。

③センター調査は、院内調査を受けて行うことが

原則であり、解剖結果等その後に得られた情報も

加えて行われるため、院内調査の結果と異なるこ

ともあり得るが、それぞれの調査結果が尊重され

るものであり、双方の調査結果が相俟って、今後

の再発防止に役立っていくものと考える。

④「センター調査の結果」と「院内調査の結果」

が異なる部分については、検討した内容やその根

拠を、特に丁寧に記載し説明を尽くすことが求め

られる。

（次頁表参照）

2. 医療事故調査制度セミナーの実施状況につい
て

日本医師会常任理事　今村　定臣
（下表参照）



平成 30年 5月 山口県医師会報 第 1893 号

407

3. 支援団体等連絡協議会運営事業助成金の申請
について

日本医師会常任理事　今村　定臣
　医療事故調査を行うために必要な支援を行う団

体間の情報共有等を図るために設置される連絡協

議会の運営等に必要な経費を支援する。

　予算額：92,269 千円

　委託先：公益社団法人日本医師会

　対象経費：会議費、専門家招聘に係る謝金、　

　　　　　　 旅費、事務局員賃金　等

　〇都道府県ごとの助成金額は基礎額 120 万円

　　＋都道府県別の按分額

　〇協議会として行う会議、研修会の費用及び協

　　議会業務に関わる人件費、事務室経費等が対

　　象　　

　〇平成 30年 3月末までに日医へ申請書を提出

日本医療安全調査機構（医療事故調査・支援センター）HPより転載
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4. 各都道府県協議会から提出された質問・意見・
要望について
（1）「医療事故調査制度」の文言の中の「医療事

故」は、一般の方々にとっては、医療上過失があ

り、誤った行為のために死に至ったとの誤解を生

じる恐れがあるので、制度の名称変更を望む。

（埼玉県）

　名称変更するには法改正が必要であることと、

警察や患者側からは変更に反対意見があることを

ご理解願いたい。

（２）情報の共有、再発防止を謳っている事故調

査委員会なのに県下の事故情報、少なくとも支援

センターに報告のあった事例の情報が、個人情報

保護法の絡みで把握できていない状況にあるが、

対策がとれないか。（岐阜県）

　対応について検討する。

（3）院内事故調査報告書（以下、「報告書」）は

結果報告時に遺族にほぼ手渡される。調査結果に

より医療機関と遺族の関係が悪化することが懸念

される場合でも事実を曲げてとりまとめることは

できないが、そもそも医療事故調査制度の主旨は

医療機関擁護ではない。しかしながら、報告書作

成により民事や刑事裁判の材料として使われる危

険性もあり（既に紛争化事例あり）、報告書によ

り医療機関と遺族との関係が悪化した場合に、こ

の調査が医療機関の責任追及を行ったという誤っ

た解釈をされる可能性がある。

　医療事故調査制度の目的に則した院内事故調査

を実施するため、下記の意見及び要望を提示する。

（大阪府）

① 報告書が民事や刑事訴訟の材料として採用さ

れないことの担保について

　報告書の表現に注意が必要となる。

② 院内事故調査で指摘された再発防止策が医療

機関の責任追及の証拠となった場合に、当事者か

ら協議会が派遣した専門医が提訴される危険性の

回避への方策と、提訴された場合の保障（応訴時

の費用負担など）について

　事例があれば報告願いたい。

③ 正しい院内事故調査が実施できないことが懸

念されるが、当事者（不都合な事実を黙秘する）

権利を広く周知することについて

　前面に出して対応することは望ましくない。


